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平成３１年度当初予算・主要事業一覧

〈総務部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

・2018年度から公立大学法人による運営に移行した２大学
公立大学法人運営費交付金 １,６１６,１０５ （女子大学、県民健康科学大学）について、大学運営の

ための交付金を交付。
・公立大学法人の裁量による迅速かつ柔軟な大学運営によ

総 務 課 り、両大学の魅力をさらに高めていく。

（新規） ・県立大学の魅力アップのため、老朽化したトイレを更新。
大学施設整備 ５,５４０ ・女子大学教室研究棟トイレリニューアル設計等

3,100千円
・県民健康科学大学北棟トイレ洋式化 2,440千円

※このほか、県有施設等長寿命化推進で、次の整備を予定。
・女子大学屋上防水改修、エレベーター耐震化

総 務 課 ・県民健康科学大学空調設備更新、エレベーター耐震化

・文書集配などの業務を担当する非常勤職員として、障害
業務支援ステーション ４０,２４５ 者を雇用する「チャレンジウィズぐんま」を拡充。
｢チャレンジウィズぐんま｣ ・県での就労経験を活かして民間企業等への就職につなげ

ることで、県全体の障害者雇用を更に促進。
【雇用体制】 ・本庁 ６名（2018年度 ６名）

・地域機関 ２０名（ 〃 １５名）
人 事 課

（新規） ・県有施設の維持管理コストを減らし、中長期的な視点か
県有施設最適化 ８２,８５９ ら財政負担を軽減するため、老朽化した中部家畜保健衛
(中部家畜保健衛生所移転) 生所を前橋合同庁舎内に移転。

＜スケジュール＞
2019年度 前橋合同庁舎改修（設計委託、改修工事）

管 財 課 2020年度 移転、建物解体、跡地売却

・県が保有する一定規模以上の施設について、長期保全計
県有施設等長寿命化推進 ２,４００,０００ 画に基づき、長寿命化のための工事を実施。

（事業費）
・知事部局等： 900,000千円

管 財 課 ・県 立 学 校：1,240,000千円
教 育 委 員 会 管 理 課 ・警 察 施 設： 260,000千円
警 察 本 部 装 備 施 設 課

・私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減等の
私立学校教育振興費補助 ６,０３１,７８５ ため、教員人件費などの経常的経費に対して補助。

・補助金額
高等学校 4,602,637千円
小・中学校 694,769千円
幼稚園 412,847千円

学 事 法 制 課 専修学校など 321,532千円
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・「ＦＩＮＤ ＧＵＮＭＡコンテスト～見つけて！教えて！
群馬の魅力発信 ５,８３０ 群馬の魅力～」を開催し、本県の魅力を効果的に発信。

・多くの県民が参加でき、応募作品が様々な媒体に展開で
きるよう、以下の３部門でコンテストを実施。

・応募された作品は、県のＰＲ素材として、幅広く活用。
①写真部門
・「群馬の春・群馬の花」をテーマに募集。
（2019.4月下旬～5月末）

・上記のほか月間コンテストを実施。
（2019.8月～2020.2月まで毎月）

【応募方法】インスタグラム
②動画部門（新規）
・群馬での様々な体験を動画で紹介する「群馬で○○し
てみた」をテーマに募集。（2019.7月～9月末）

【応募方法】YouTube、インスタグラム等
③川柳部門（新規）
・画像だけでは伝えきれない群馬の魅力を表現する川柳
を募集。（2019.7月～9月末）

広 報 課 【応募方法】ＳＮＳ、メール、ハガキ等

・リニューアルオープン（2018.6月）後の実績などを踏ま
ぐんま総合情報センター運 １０８,７２６ え、市町村との連携を密に行い、更なる情報発信拠点と
営 しての取組を強化。

①パブリシティ活動、観光案内 4,247千円
・メディアや旅行エージェントへの積極的なアプローチ
が確実に成果を上げており、引き続き、高いＰＲ効果
が見込めるテレビ局との連携などを強化。

②イベント支援 11,942千円
・リニューアルで新たに設けたドリンクカウンターの周
辺や、多目的スペースを活用し、リニューアル１周年
記念イベントをはじめ、魅力的なイベントを実施。

③センター運営 92,537千円
・来店者・売上増に向けて、東京メトロ銀座駅に近い立

広 報 課 地を活かせるよう、運営事業者と協力し、効果的なＰ
ぐんま総合情報センター Ｒ、魅力ある物産販売・飲食提供を実施。

・県議会議員選挙(2019.4.29任期満了)の執行に係る経費。
県議会議員選挙 ６４５,９８１ ・事業費総額 941,981千円

うち2018年度執行分 296,000千円
(2018年度当初予算に計上)

うち2019年度執行分 645,981千円
【2019年度執行分内訳】
・市町村交付金 435,828千円
・選挙公営費等 184,668千円

選 挙 管 理 委 員 会 ・事務費等 25,485千円

（新規） ・知事選挙(2019.7.27任期満了)の執行に係る経費。
知事選挙 ８５８,０８４ ・市町村交付金 744,433千円

・選挙公営費等 47,315千円
選 挙 管 理 委 員 会 ・事務費等 66,336千円

（新規） ・参議院議員通常選挙(2019.7.28任期満了)の執行に係る経
参議院議員通常選挙 ８９５,４７６ 費。

・市町村交付金 757,779千円
・選挙公営費等 46,512千円

選 挙 管 理 委 員 会 ・事務費等 91,185千円
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・2018年11月の全国知事会決議に基づき、被災者生活再建
被災者生活再建支援基金追 ６３３,５８２ 支援基金の本県負担額について、追加拠出。
加拠出 ・全都道府県拠出額：400億円

うち本県負担額：633,582千円
（世帯割：463,369千円、均等割170,213千円）

・過去の拠出実績
1999年：4.8億円(全都道府県の拠出額600億円で基金を創設)
2004年：4.8億円

危 機 管 理 室 2011年：14.0億円（東日本大震災対応）

（一部新規） ・消防団員の減少が続く中で、学生や女性の入団促進を図
消防団員確保対策 １,５６３ る。

①大学の学園祭への消防団員募集ブース出展 603千円
県内３大学に拡充（2018年度は２大学）

②(新規)女性消防団員研修会 80千円
女性団員同士の交流の機会とし、女性団員の活性化を図
る。

③(新規)女性用パンフレット作成 220千円
消 防 保 安 課 ④新成人・学生用パンフレット作成 660千円

・新機体導入までの間、県警や他県の防災ヘリ等との連携
防災航空体制維持と受援体 ８５,１０２ により、県内の防災航空体制を維持。
制強化 ①受援業務委託 49,616千円

本県における、他県の防災ヘリの活動を支援するため、
整備士等必要な体制を整備。

②他県ヘリ出動に係る燃料費負担等 9,670千円
消 防 保 安 課 ③格納庫賃借料等 25,816千円
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〈企画部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・新たな在留資格の創設により増加が予想される外国人材
「群馬に外国人材を呼び込 １６,２７２ の受入に対応するための環境整備や、外国人材へのニー
む」プロジェクト ズの高まりに応えるための人材獲得・呼び込みのための

取組を推進。
・外国人材受入環境の整備 15,289千円
・外国人材の受入を円滑に行うため、市町村向けの支
援（研修会開催、受入マニュアル作成等）や、留学
生・技能実習生等の就労・生活実態調査等を実施。

・外国人材の呼び込み 983千円
・県外の外国人留学生等の県内就職・定着を促進する
ため、都内で外国人留学生等を対象とした県内就職

国 際 戦 略 課 のための合同企業説明会を開催。

（一部新規） ・市町村と連携しながら､首都圏等から本県への移住を促
ぐんま暮らし支援 ４６,２００ 進。

・(新規)地域体験見本市・地域体験情報発信
・移住希望者に現地へ足を運んでもらい、魅力を体感
したり地域の人と触れ合ってもらうため、現地訪問
を促すイベントの都内開催や、移住希望者が参加で
きる県内各地の体験イベントの情報発信を実施。

・(新規)地域の顔育成研修
・県内各地域で移住希望者が抱える様々な課題（住ま
い、子育て等）を、きめ細やかに支援できる人材を
育成するための研修を実施。

・都内での移住相談会の実施
・就業や生活などに関する相談会等を実施。

・移住・就職相談窓口の設置
・ぐんま暮らし支援センター（有楽町交通会館内）で､

地 域 政 策 課 移住・就職に関する相談にワンストップで対応。

（新規） ・東京圏からの移住を促進するため、国の「わくわく地方
わくわくぐんま生活実現支 ３８８,４１８ 生活実現政策パッケージ」を活用して、移住者と中小企
援 業とのマッチング支援や移住・起業支援金を支給。

①マッチング支援 7,152千円
・県内企業の求人情報を掲載するサイトを開設し中小
企業等と移住希望者とのマッチング支援を行う。

②移住支援金 310,500千円
・「①マッチング支援」または「③地方創生起業支援｣
を活用して県内に移住した東京23区の在住・在勤者
に対して、移住に伴う経費として、１世帯最大100万
円を交付（県は市町村に交付し、市町村が本人に支
給。国1/2、県1/4、市町村1/4）｡

③地方創生起業支援 70,766千円
・地域課題の解決を目的として新たに起業する者に対

地 域 政 策 課 し、最大200万円を交付（東京圏からの移住を伴う場
商 政 課 合は②の移住支援金（最大100万円）と合わせて最大
労 働 政 策 課 300万円を支給。）。

・地域の課題に迅速・柔軟に対応し、地域の振興・活性化
地域調整費 ３９３,０００ を主体的に推進するためのソフト事業・ハード事業を、

機動的に実施。
・地域振興調整費（ソフト事業） 63,000千円

地 域 政 策 課 ・地域公共事業調整費（ハード事業） 330,000千円
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・関係市町・団体と連携しながら、「富岡製糸場と絹産業
世界遺産登録５周年記念 １,９５０ 遺産群」の世界遺産登録５周年を記念した式典を実施。

・世界遺産登録５周年記念式典
・世界遺産構成４市町など関係者や県民の参加による
記念式典、記念講演、ブース展示等を実施。

・地元商工団体や民間団体等とも新たな連携を図り、
世界遺産への関心を高める機運醸成を行う。

・世界遺産関連行事の一体的情報発信
・構成４市町や関係団体、地域等が実施する絹に関連
するイベント、講演会等を「５周年記念関連事業」

世 界 遺 産 課 に位置づけ、一体的に情報発信を行う。

・関係市町が行う世界遺産構成４資産の保存修理事業に対
文化財保存事業費補助 ３９０,４５５ して補助。

・対象事業及び補助金額
①富岡製糸場（富岡市） 359,596千円
・西置繭所組立工事、乾燥場災害復旧ほか

②田島弥平旧宅（伊勢崎市） 11,091千円
・保存修理（別荘、冷蔵庫跡）ほか

③高山社跡（藤岡市） 4,815千円
・石垣修復、竹垣工事ほか

④荒船風穴（下仁田町） 14,953千円
世 界 遺 産 課 ・番舎遺構ゾーン整備工事、風穴保存工事ほか
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〈生活文化スポーツ部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・再犯防止に取り組む各関係機関の連携を強化するため、
再犯防止推進 ２８４ ネットワーク会議を設置するとともに、再犯防止活動の

広報啓発を実施。
・再犯防止・立ち直り支援ネットワーク会議の設置

142千円
人権男女・多文化共生課 ・講演会開催、啓発映画上映等 142千円

（新規） ・在住外国人を生活者として支援するため、生活・就労等
多文化共生総合相談窓口の １８,９８１ に関する適切な情報の提供など、多言語で行政・生活全
設置・運営 般の情報提供を行い、相談に応じる窓口を開設する。

委 託 先：県観光物産国際協会（予定）
設置通訳者：英語､中国語､ポルトガル語､スペイン語

ベトナム語（予定）
※また、H30年度２月補正予算に、設置のための整備費

人権男女・多文化共生課 10,000千円を別途計上。

（新規） ・英語版の上毛かるたを作成し、子どもたちの英語教育に
英語版上毛かるたの作成 １２,４３６ 活用するとともに、東京2020オリンピック・パラリンピ

ックを契機に外国人に対して本県の魅力を発信。
※県内の小学校５・６年生、中学校１年生の各クラス

文 化 振 興 課 に１部づつ配布するとともに、県内書店等で販売。

（一部新規） ・群馬交響楽団など本県ならではの文化資源を活用し、富
戦略的文化芸術創造 ６０,０００ 岡製糸場や今年９月にオープン予定の高崎芸術劇場等を

会場にコンサート等を実施。
・（新規）伝統と革新の舞台芸術

千住明氏主催の「SENJU LAB」と協働し、伝統芸能と
群響による舞台を公演

・世界遺産劇場
世界遺産登録５周年を迎える富岡製糸場を会場に、

トップアーティストと群響との共演
・群響スペシャルコンサート

本県にゆかりのあるアーティストと群響との共演
・群馬のものがたり

文 化 振 興 課 群響の演奏をバックに群馬ゆかりの文学の朗読

・地域に根ざしたオーケストラである群馬交響楽団の運営
群馬交響楽団支援 ２８６,０２８ 基盤の安定を図るため、運営費補助を拡充し、総合的な

支援を実施。
・楽団運営費補助 171,795千円
・財務基盤強化 10,000千円
・移動音楽教室 39,245千円
・高校音楽教室 24,482千円
・幼児移動音楽教室 4,250千円
・東京定期演奏会 3,500千円
・県外公演支援 1,000千円

文 化 振 興 課 ほか
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・「東国文化」の更なる認知度向上と定着に向け、価値や
東国文化周知 １６,６３３ 魅力を発信するとともに、歴史文化遺産の観光資源とし

ての磨き上げ、誘客促進に取り組む。
・(新規)黒井峯遺跡ＶＲ体験イベント 1,725千円

今年度制作しているＶＲアプリを活用し、当時の黒
井峯の様子を体感できるイベントを実施。

・(新規)群馬のはにわガイドブックの作成 3,415千円
本県出土のはにわについてわかりやすく解説したガ

イドブックを作成。
・群馬古墳フェスタ2019の開催 4,000千円
・東国文化体験キャンプの実施 1,750千円
・東国文化副読本の制作・活用 3,621千円

文 化 振 興 課 ほか

（一部新規） ・本県の豊かな自然環境を活かしたアウトドアスポーツに
稜線トレイル活用推進 ４１,９１１ よる地域活性化を図るため、国内最長の稜線登山道であ

るぐんま県境稜線トレイルの環境整備、安全対策、ＰＲ
等を実施。
・(新規)避難小屋整備 28,640千円

新規開通した三坂峠～白砂山間のムジナ平に設置
・ぐんま稜線トレイル活用促進協議会負担金 10,614千円
・(新規)トレイル安全等確認調査 1,275千円
トレイル全線、及びアクセス道の安全点検を実施

・ルートマップ、ＰＲグッズ作成 5,264千円
・稜線トレイル体験ツアー開催 1,675千円

ス ポ ー ツ 振 興 課 ほか

（新規） ・県内小・中学生、スポーツ少年団等を対象に、プロスポ
プロスポーツ感動体験プロ ２,３７０ ーツチームに所属する選手やコーチを講師として派遣し、
グラム 実技指導や選手の体験・思いを伝える授業を実施。

・派遣プロスポーツチーム：ザスパクサツ群馬、
ス ポ ー ツ 振 興 課 群馬ダイヤモンドペガサス、群馬クレインサンダーズ

（新規） ・東京2020オリンピック・パラリンピック開催に伴う聖火
オリンピック・パラリンピ ９４,９７９ リレーを実施する。また、キャンプ地となる県内市町村
ック等推進 が実施する相手国との交流事業を支援する。

・聖火リレーの実施・運営（2020年3月31日～4月1日）
92,979千円

・キャンプ国との交流事業を実施する市町村への補助
2,000千円

対象事業：県域を対象としたキャンプ国との交流事業
ス ポ ー ツ 振 興 課 補 助 率：実施経費の1/3（上限50万円）
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事 業 名 金 額 説 明

・県のスポーツ水準を高め、国体及び各種全国大会で優秀
競技力向上対策・ ２０８,０００ な成績を収めるとともに、本県出身の日本代表選手が、
目指せ！未来のアスリート 東京2020オリンピック・パラリンピックに出場し、メダ
わくわく運動プロジェクト ルを獲得できるよう、各団体が実施する競技力向上対策

事業に対して助成。
・対象団体：県スポーツ協会加盟41競技団体、学校体育

団体、県スポーツ協会
・対象事業
・団体対策推進(競技団体､高体連､中体連等) 148,260千円
・競技力向上推進 47,320千円
・ぐんまオリンピック･パラリンピックチャレンジ事業

6,420千円
・2028国民体育大会・全国障害者スポーツ大会で活躍が期
待される世代の子どもとその家族を主な対象に、国体競

ス ポ ー ツ 振 興 課 技や障害者スポーツ競技の運動体験等を実施。6,000千円

・総合スポーツセンター仮設アーチェリー場を改修し、本
総合スポーツセンター ２０９,８５５ 設施設とするための整備を実施。
アーチェリー場整備 ・アーチェリー場工事 157,489千円

・外構工事 44,680千円
・備品等整備 7,686千円

ス ポ ー ツ 振 興 課
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〈こども未来部関係〉
（単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・国の交付金等を活用し、結婚を希望している県民や子育
総合的な少子化対策推進 ５６,２５０ て家庭を応援する事業を実施。

・(新規)「子育て＠ぐんま」体験プロモーション
8,777千円

・都内在住の子育て家庭を対象に、本県の子育て環境
を体験するツアーを実施。

・応援ポータルサイト「ぐんまスマイルライフ」を改
修し、情報発信力を強化。

・結婚・子育て応援キャンペーン 9,239千円
ぐーちょきパスポート・ぐんま結婚応援パスポート

の協賛店増加に向けた取組を実施。
・ぐんま縁結びネットワーク 3,201千円

県地域婦人団体連合会に委託し、お見合い型による
出会いの場を提供。

・ライフデザイン支援事業費補助金 2,500千円
民間団体の行うセミナー開催等の事業に補助。

・結婚新生活支援事業費補助金 16,000千円
・対象経費：低所得世帯における、結婚に伴う新生活

の初期費用（実施市町村への間接補助）
・補助上限額：30万円（国1/2、市町村1/2）

こ ど も 政 策 課 ほか

・社会全体で子育てを支援し、安心して子どもを育てられ
子ども・子育て支援事業費 １３,６３６,６４２ る環境を整えるため、保育所等の運営を支援するほか、

市町村等が、地域の実情に応じて実施する認定こども園
整備（ハード）、子ども･子育て支援事業等（ソフト・ハ
ード）に補助。
・子どものための教育・保育給付費負担10,596,501千円

（うち幼児教育無償化に係る負担分1,332,061千円）
・民間保育所等に対する運営費補助。
・補助率 国1/2、県1/4、市町村1/4

・認定こども園整備 684,051千円
・保育所等が幼稚園機能を追加するための施設改修等
に対する補助。

・補助率 国1/2、市町村1/4
・子ども・子育て支援交付金 2,253,268千円

市町村が実施する地域子ども子育て支援事業に補助｡
＜主な事業＞
・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

1,401,716千円
・地域子育て支援拠点事業 326,307千円

ほか
・子ども・子育て支援整備交付金 102,822千円

子育て家庭の支援に必要なハード整備費等に補助。
・放課後児童クラブ （県1/ 3・３施設）33,688千円

（県2/ 9・４施設）24,316千円
（県1/ 6・２施設） 6,194千円

・病児保育施設 （県1/ 3・１施設）14,463千円
子 育 て ・ 青 少 年 課 （県3/10・２施設）24,161千円
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・家庭や地域の子育て機能を補完する「子どもの居場所づ
子どもの居場所づくりの推 ６,３７５ くり」を進めるため、各種事業を実施。
進 ・(新規)子どもの居場所づくりマッチングコーディネー

ター配置 2,371千円
子どもの居場所における食材や人材等の支援ニーズ

と社会資源の広域的なマッチングを実施するコーディ
ネーターを配置。

・子どもの居場所づくり人材養成講座 1,427千円
・地域ネットワーク形成支援 497千円
・子どもの居場所ボランティア人材バンク運営 80千円
・子どもの居場所づくり応援事業補助金 2,000千円
・民間団体が行う、子ども食堂や無料学習塾の新規立
ち上げに要する費用に対して補助。

子 育 て ・ 青 少 年 課 ・補助額：１団体200千円以内

・2019年度のモデル事業開始に向けて、事業内容の検討や
シングルマザー支援のため １,５１５ 県営住宅の整備を行う。
のシェアハウスモデル事業 ・地域開放スペース運用のための備品購入 1,300千円

地域開放スペースにおいて、入居団体が子ども食堂
や無料学習塾を実施できるよう備品を整備。

・事業実施に係る検討・周知 215千円
・関係者によるワーキンググループにおいて、事業の

子 育 て ・ 青 少 年 課 実施方法等を検討。
児 童 福 祉 課 ・供用開始後、シェアハウスの普及を図るため、市町
住 宅 政 策 課 村や民間事業者向けのセミナーを実施。

・子育て世帯の経済的負担を軽減し、人口増加に向けた取
第３子以降３歳未満児 ３１９,１９２ 組を推進するため、市町村と連携して第３子以降の３歳
保育料免除 未満児の保育料を無料化。

・補助率 県1/2、市町村1/2
・対象者 保育所、認定こども園、認可外保育施設等の

子 育 て ・ 青 少 年 課 利用者で第３子以降の３歳未満児

（一部新規） ・県内の保育人材を確保するための各種事業を実施。
保育人材確保対策 １４,８７３ ・保育の魅力体験ツアー 400千円

・保育に興味のある、県内の高校生等を対象として、
保育の現場等を見学し、現場職員と意見交換を実施
するバスツアーを実施（４コース）。

・保育士等就職説明会 432千円
・保育士修学資金貸付 10,541千円
・(新規)潜在保育士調査 3,500千円
・就職ニーズの掘り起こしのため、保育士登録者のう
ち現在保育士として勤務していない人を対象にアン

子 育 て ・ 青 少 年 課 ケート調査を実施。

（一部新規） ・社会的養護が必要な児童をできるだけ家庭的な環境で養
里親委託等加速化 １２,５５７ 育するため、里親委託の取組を推進。

・(新規)里親研修・トレーニング等事業 7,585千円
・里親トレーナーを配置し、未委託里親や委託後の里
親の養育技術向上のためより実践的な研修を実施。

・里親支援事業等 4,972千円
・里親認定時の研修、里親同士の交流事業や各児童相

児 童 福 祉 課 談所での相談会等を実施。
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・妊娠期からの虐待の予防・早期発見のため、各種事業を
妊娠期からの虐待予防強化 ４,１８１ 実施。

・(新規)児童委員・主任児童委員の活躍促進 868千円
・ハンドブックの作成やセミナーの開催により、地域
での見守り体制を強化。

・ぐんま妊娠ＳＯＳ開設 2,227千円
・女性健康支援センターの昼間の電話相談に加え、夜
間の電話及びメール相談を行う。
・電話(昼間)：週4日 13時～16時
・電話(夜間)：週1日 18時～21時
・メ ー ル：365日

・(新規)妊娠ＳＯＳサポート 1,086千円
・妊娠ＳＯＳ相談者に対して、必要に応じて面接や医

児 童 福 祉 課 療機関への受診同行を実施。

・手狭となっている東部児童相談所を移転整備して相談体
東部児童相談所の移転整備 ９９２,１４５ 制の強化を図るとともに、中央児童相談所一時保護所

（定員36名）の定員超過の状況を解消するため、新たな
一時保護所（定員30名）を東部児童相談所に併設。
・工事監理委託費等 23,528千円
・建築・設備工事費等 968,617千円
・スケジュール

2018年度 実施設計・建設工事
児 童 福 祉 課 2019年度 建設工事（2020年4月の開所を予定）
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〈健康福祉部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・健康寿命の延伸・介護予防の取組を強化するため、運動
フレイル予防 １４,４６１ ・栄養・口腔・社会参加に着目したフレイル予防の取組

を推進。
※フレイルとは、加齢などにより、筋力や体力などが低
下し始めた、要介護になる手前の状態。適切な支援に
より回復が可能。

・(新規)フレイル予防サポーター養成 2,086千円
県・市町村が養成した健康関連のサポーターを対象

に、フレイル予防に関する共通理解を深めてもらうた
め、標準教材を作成し研修を実施。研修修了者がフレ
イル予防サポーターとなって、公民館等の「通いの
場」で生活機能の評価（フレイルチェック）等を行う
実証事業を、モデル市町村で実施。

・県民・リハビリテーション専門職への普及啓発等
11,001千円

地 域 包 括 ケ ア 推 進 室 ほか

（一部新規） ・認知症に対する理解促進、早期診断・早期対応、認知症
認知症施策の推進 ５８,７８７ の人や家族からの相談体制の整備など、市町村や医療機

関等と連携し、総合的に推進。
・認知症疾患医療センター運営 29,020千円
・(新規)認知症本人支援コーディネート業務委託 9,000千円

認知症疾患医療センターに介護支援専門員等の専門
職を配置することにより、認知症診断後の人や家族に
対する生活面や精神面の相談機能を強化。

・若年性認知症支援コーディネーター設置 4,222千円
本人・家族からの相談対応や、医療・福祉、就労支

援等の関係機関へのつなぎ役を行う若年性認知症支援
コーディネーター設置箇所を拡充（４か所→14か所）。

地 域 包 括 ケ ア 推 進 室 ほか

（一部新規） ・医師の県内定着と地域や診療科における偏在解消を図る
医師確保対策 ４１１,６６１ ため、総合的に医師確保対策を推進。

・医師の県内定着と偏在解消
・緊急医師確保修学資金貸与（地域医療枠・109人分）

201,276千円
・医師確保修学研修資金貸与 43,200千円
・(新規)医学生修学資金貸与 12,000千円

県内出身の県外医学生５、６年生10名に修学資金
を貸与し、県内の臨床・専門研修に誘導

・地域医療支援センター運営 90,746千円
群馬大学と連携し、若手医師のキャリア形成支援

や適正な医師配置に向けた取組を実施。
・臨床研修病院支援と研修医確保
・(一部新規)ぐんまレジデントサポート推進 17,306千円

臨床研修医同士の交流や研修意欲の向上を図るた
め、新規採用医師等が一堂に会する合同オリエンテ
ーションを県医師会と共同で開催 など

・専門医認定支援 179千円
・産科医等の特定診療科対策
・産科医師等分娩手当補助 19,690千円
・周産期医療従事者育成支援 2,500千円
・産科医療を担う産科医等確保 9,764千円

・女性医師等の就労支援
医 務 課 ・保育サポーターバンクの運営支援 15,000千円
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・在宅医療等を担う人材を育成するため、2020年度中に特
看護師特定行為研修機関設 ９,５６３ 定行為研修機関の開設を予定している県民健康科学大学
置支援 に対し、開設準備経費を補助。

※特定行為研修制度
研修を受けた看護師が、医師が患者を特定した上で

作成した手順書に基づき、医師の個別の判断や指示を
待たず特定の医療行為を行える制度。（特定行為の例
：気管カニューレの交換、胃ろうカテーテルの交換

医 務 課 など）

（一部新規） ・介護人材の参入促進、定着支援、資質向上の視点から総
介護人材確保対策 １３０,３２７ 合的な介護人材確保対策を実施。

・参入促進 39,191千円
・介護福祉士修学資金等貸付 12,020千円
・介護の仕事ＰＲ 1,018千円
・(新規)外国人向け介護の仕事見学バスツアー 525千円

日本語学校の留学生、定住外国人等を対象に介護
福祉士養成施設等を見学するバスツアーを実施

・(新規)介護に関する入門的研修支援 2,548千円
中高年齢者等の介護未経験者が介護職等に参入し

やすくなるよう、入門的研修を実施する市町村に対
して補助

・定住外国人等受入準備講座 590千円
外国人受け入れを希望する施設を対象に、説明会

を県内５地域で開催 ほか
・定着支援 39,121千円
・福祉職等合同入職式開催 312千円
・介護ロボット導入支援 20,600千円
・(新規)外国人介護人材受入環境整備 2,122千円

技能実習生及び特定技能(新しい在留資格)による
外国人に対し、介護技術の向上を含む日本語学習支
援を実施 ほか

・資質向上 51,815千円
・現任介護職員キャリアアップ支援 14,000千円
・認知症ケア研修事業 3,000千円
・ぐんま認定介護福祉士養成 10,849千円
・認知症介護指導者養成 11,678千円
・介護知識・技術普及啓発 2,808千円

ほか
介 護 高 齢 課 ・介護人材確保対策会議 200千円

（一部新規） ・地域包括ケアシステムの推進のため、市町村からの要望
地域密着型介護拠点等整備 ２,１６１,９９３ 等を踏まえ、地域密着型特別養護老人ホーム等の施設整

備等に対して補助。
・地域密着型介護拠点等整備 1,350,378千円
・地域密着型特養（116床） 520,028千円
・グループホーム（14か所） 448,000千円
・小規模多機能型居宅介護（６か所） 192,000千円

ほか
・開設準備経費（915床など） 743,815千円
・(新規)プライバシー改修 67,800千円

特別養護老人ホーム(多床室)について、間仕切りを
設置するなどのプライバシー保護のための改修を支援

介 護 高 齢 課 し利用者の居住環境の向上を図る。
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事 業 名 金 額 説 明

・在宅での生活が困難な重度の要介護者や認知症高齢者の
老人福祉施設整備費補助 ４５０,６００ 増加に対応するため、第７期高齢者保健福祉計画（2018

～2020）に基づき、特別養護老人ホームの施設整備等に
対して補助。
・広域型特養整備（100床） 320,600千円

介 護 高 齢 課 ・大規模修繕 130,000千円

（一部新規） ・健康寿命の延伸に向け「元気に動こう・歩こうプロジェ
健康寿命延伸対策 ６,２４８ クト」の一層の普及と糖尿病予防指導プログラムを推進

する。また、改正健康増進法に基づき受動喫煙防止対策
を強化。
・元気に動こう・歩こうプロジェクト 1,906千円
・実践リーダーの育成
・実践フォーラム・表彰式の開催
・実践活動の実施
・（新規）｢グタイテキニ宣言｣チェックノートの作成
・（新規)指定したコースを歩くことでゲームに参加で
きる「ぐんま元気アプリ」の利用促進イベントを実施

・健康長寿支援 4,342千円
・糖尿病対策推進協議会開催
・データ分析部会・病診連携部会開催
・糖尿病予防指導プログラム推進
・（新規）受動喫煙防止対策推進会議の開催
・施設向け受動喫煙防止研修会の開催

保 健 予 防 課 ・禁煙施設認定制度見直し・普及啓発

（一部新規） ・障害者の重度化・高齢化や「親亡き後の支援」の対応策
地域生活支援拠点等整備促 １１,５０２ として市町村が進めている「地域生活支援拠点等」の整
進 備について、県が広域的観点から支援。

・（新規）医療型短期入所事業所開設支援 2,379千円
医療機関による短期入所事業所の開設を民間コンサ

ル会社との連携により支援し、受入れが難しい障害児
者の緊急受入れ先を確保

・医療型短期入所事業所設備整備費補助 6,000千円
医療型短期入所事業所の開設・増床に係る設備・備

品購入費を補助
・広域的支援事業 3,123千円

市町村の地域生活支援拠点等整備を支援するため県
障 害 政 策 課 アドバイザーを派遣

（一部新規） ・2019年３月公布予定の「群馬県障害を理由とする差別の
障害者差別解消推進 ７,７８５ 解消の推進に関する条例」の普及啓発や条例に基づく施

策を推進。
・（新規）条例普及啓発チラシ作成、講演会開催

1,083千円
・（新規）ＤＥＴ開催 400千円
障害者が進行役を務める障害への理解を促進する研修

・（新規）ヘルプマーク・ヘルプカードの作成・周知
3,814千円

・（新規）群馬県障害者差別解消推進協議会等の開催
512千円

・障害者差別解消に係る相談窓口の設置 1,941千円
障 害 政 策 課 ほか
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事 業 名 金 額 説 明

・子ども医療費補助 3,911,167千円
福祉医療費補助 ８,１９６,００９ 子育て世帯を支援するため、県と市町村が協力して、

中学校卒業までの医療費無料化を継続して実施。
・重度心身障害者医療費補助 3,634,001千円

重度の障害がある方に必要な支援を行うため、県と市
町村が協力して重度心身障害者の医療費無料化を実施。

・母子家庭等医療費補助 650,395千円
母子家庭等を支援するため、県と市町村が協力して、

母子家庭等の医療費無料化を実施。 ほか
※制度改正（2019年４月～）

重度心身障害者については、入院時食事療養費標準負
担額への助成に所得制限による自己負担を導入（住民税

国 保 援 護 課 非課税世帯のみ助成を継続）する。
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〈環境森林部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・エネルギーの地産地消や、災害時の電力確保のため、低
住宅用太陽光発電設備等導 ２８３,４５３ 利の融資制度の対象を拡大し、蓄電池等の導入を支援。
入資金 ・融資対象と限度額：

・（新規）蓄電池：1,000千円
Ｖ２Ｈ※：1,000千円

（※電気自動車の蓄電池を家庭用電源に変換する装置）

・太陽光発電設備：2,000千円
・太陽光発電設備と蓄電池：3,000千円

・貸付利率：年利1％
環 境 エ ネ ル ギ ー 課 ・融資期間：10年以内

（一部新規） ・家庭から排出されるごみの減量化に向け、民間事業者や
ごみ減量化に向けた ４,６１５ 市町村との連携を強化。
取組強化 ①（新規）民間団体等と連携した広報啓発 900千円

・生活協同組合コープぐんまと連携し、普及啓発活動
を実施

②（新規）「食べきり協力店」の拡大による食品ロス
削減強化 1,611千円

・食べ残しや売れ残りを減らす工夫をする協力店を500
店舗新規登録

③（新規）紙類リサイクルに向けた新たな回収体制構築
504千円

・従来の市町村による回収に加え、古紙再生事業者に
よる地域からの直接回収をモデル的に実施

廃棄物・リサイクル課 ④その他「３キリ運動」、「30･10運動」など 1,600千円

・野生鳥獣の捕獲の担い手を確保・育成するため、拠点施
クレー射撃場・ライフル射 ６７９,８７９ 設となる総合的な射撃場を整備し、運営する。
撃施設の整備・運営 ・整備工事費： 665,554千円

・射撃場の運営等： 14,325千円
・整備内容：ライフル射撃施設の新設、

自 然 環 境 課 クレー射撃場の環境対策

・第２期（2019～2023）となるぐんま緑の県民税を財源と
ぐんま緑の県民基金事業 ８７２,６９８ して、水源地域等の森林整備を行うほか、市町村・地域

住民が行う里山･平地林の整備に対する補助等を実施。
・水源地域等の森林整備 570,686千円
・ボランティア活動･森林環境教育の推進 13,829千円
・市町村が提案・実施する事業に対する補助 280,000千円
・制度運営（評価検証･普及啓発等） 8,183千円

林 政 課 ※ 第１期（2014～2018年）では、約41億円のぐんま緑の
緑 化 推 進 課 県民税を活用し、林業経営の成り立たない条件不利地の
林 業 試 験 場 間伐など3,600ha余りの森林整備等を実施している。
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・新しく設けられた国からの森林環境譲与税を財源として
森林環境譲与税を活用した ６４,４０３ 市町村による森林整備を支援。
市町村支援 債務負担行為 ・森林経営管理支援 62,274千円

(４７,２７８) ・高度化した森林資源情報を市町村へ提供
・市町村森林業務支援 2,004千円
・市町村林務担当者等基礎研修等を開催し、市町村の
実施体制を支援。

・ぐんま林業実践学校の開設 125千円
・即戦力の人材育成のため、ぐんま林業実践学校推進

林 政 課 協議会を開催し、研修内容と農林大の研修拠点化を
林 業 振 興 課 検討。

（一部新規） ・県産木材の利用を促進するため、ぐんま優良木材を使用
ぐんまの木で家づくり支援 ２７９,４００ した県産材住宅の建設に助成。

・構造材補助 850戸
・在来軸組工法 810戸
・柱などの構造材に「ぐんま優良木材」を7.5㎥かつ
総材積の60％以上使用した場合、使用材積・割合
に応じて補助。

・（新規）２×４工法 40戸
・構造材に「ぐんま優良木材」を7.5㎥かつ総材積の
35％以上の住宅に対して、定額15万円を補助

林 業 振 興 課 ・内装材補助 70戸(上限15万円／戸)

・森林整備の促進と木材産業の振興を図るため、高性能林
林業・木材産業構造改革 ４０４,２５４ 業機械の導入や木材加工流通施設等の整備を推進。

・高性能林業機械等の整備
・事業主体：渋川広域森林組合等７者
・補助率：国1/3

県1.5/10（高性能林業機械に限る）
・補助額：79,094千円

・林業機械リース支援
・事業主体：吾妻森林組合等５者
・補助率：国1/3
・補助額：26,250千円

・木材加工流通施設等の整備
・事業主体：神流町等３者
・補助率：国1/2
・補助額：226,230千円

・先進的モデル提案事業
・事業主体：川場村
・補助率：国10/10
・補助額：6,250千円

・木質バイオマス利用促進施設の整備
・事業主体：（株）世田谷川場ふるさと公社
・補助率：国1/2

林 業 振 興 課 ・補助額：66,430千円
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事 業 名 金 額 説 明

・森林整備の推進、森林の多面的機能の発揮及び山地災害
補助公共事業 ７,４９５,０００ の防止のため、林道･作業道整備、造林、治山等の補助公
（環境森林部） 共事業を実施。

・林道、作業道等の整備 1,599,723千円
林 政 課 ・造林、間伐の推進 1,110,277千円
森 林 保 全 課 ・治山 4,785,000千円

・森林整備の推進、森林の多面的機能の発揮及び山地災害
単独公共事業 ２,９７７,０００ の防止のため、小規模事業など補助公共事業では対象と
（環境森林部） ならない林道･作業道整備、造林、治山等の県単独公共

事業を実施。
林 政 課 ・林道、作業道等の整備 574,000千円
森 林 保 全 課 ・造林、間伐等の推進 136,000千円
緑 化 推 進 課 ・治山 2,267,000千円

（再掲） ・公共事業により災害に強い森林づくりを推進し、県民の
森林における防災・減災対 ７,０２３,０００ 安全・安心を確保するため、山地災害危険地区を中心と
策の推進 した防災・減災対策を2018年度～2020年度の３か年で集

中的に実施。
・治山ダム工などの流木対策

林 政 課 ・法面崩落防止のための林道の改良整備
森 林 保 全 課 ・荒廃森林における間伐等
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〈農政部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

・魅力ある儲かる養蚕業の実現に向けて、遺伝子組換えカ
遺伝子組換えカイコ実用化 ３９９,８２９ イコ（ＧＭカイコ）を活用した付加価値の高い繭生産や
研究・稚蚕人工飼料センタ 低コスト飼育の普及拡大のための取組を実施。
ー機能強化 ①遺伝子組換えカイコ実用化研究 20,665千円

大量飼育可能なＧＭカイコへの改良、無菌飼育技術
の開発、低コスト人工飼料の開発等。

②稚蚕人工飼料センター機能強化 379,164千円
・稚蚕人工飼料センターにおいて、無菌全齢人工飼料
育技術の開発研究施設を整備するとともに、人工飼
料製造施設の機能強化を図る。

・総事業費：585,750千円 2018年度：206,586千円
農 政 課 2019年度：379,164千円
蚕 糸 園 芸 課 ・事業期間：2018年度～2019年度

（一部新規） ・本県蚕糸業を産業として継承していくため、多様な担い
蚕糸業継承対策 ６６,７２７ 手の確保・育成を図るとともに、県産繭・生糸の流通促

進のための事業を実施。
①県産繭確保対策 58,167千円
・養蚕農家等で組織する協議会が取り組む、繭生産量
の維持や高品質繭の増産等の活動に対して支援。

・補助額：生産繭量１kg当たり1,200円
②多様な養蚕担い手の育成強化 4,076千円

市町村や農協等と連携して、初期投資の軽減やコー
ディネーターによる相談対応、新規参入者と遊休施設
とのマッチング、養蚕農家での実践研修等を実施。

③碓氷製糸経営基盤強化 4,484千円
・工場見学者対応に向けた環境整備を支援。
・（新規）碓氷製糸に繰糸委託した蛍光生糸をデザイ

蚕 糸 園 芸 課 ナー等に提供し、新規高級商品開発を促す。

・規模拡大を図る認定農業者、新規就農者や農業に参入す
はばたけ「ぐんまの担い ６６,０００ る企業及び経営の法人化を目指す経営体など、新分野に
手」支援 チャレンジする農業の担い手を支援。

・より多くの担い手を支援するため、ハード事業について
補助上限額を引き下げるとともに、新規就農者支援型は
補助上限額を引き上げ、全てのメニューの補助上限額を
200万円に統一。
①法人化等支援型
・法人化や６次産業化等の経営発展を支援。
・事業主体：認定農業者､農業生産法人､集落営農組織等
・補助率：ハード3/10以内、ソフト1/2以内

②新規就農者支援型
・新規就農者の機械施設の初期投資等を支援。
・補助率：ハード・ソフト1/2以内

③アグリビジネス参入型
・企業の農業参入のための機械施設の初期投資等を支援。
・補助率：ハード3/10以内

④新時代対応型
・長期利用可能な資材や省エネ効果が高い機械等への
買換えを支援。

・事業主体：認定農業者､農業生産法人､集落営農組織等
農 業 構 造 政 策 課 ・補助率：ハード15/100以内
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事 業 名 金 額 説 明

・農業の担い手を確保するため、就農希望者や新規就農者、
農業者育成対策 ２４１,０６４ 女性農業者に対する支援を実施。

①就農促進対策 10,102千円
・就農留学 5,717千円

就農希望者に対し、生産技術や経営手法を習得す
るための研修を先進農家で実施。

・就農相談・研修会の開催 3,971千円
県内14か所の就農相談窓口で就農相談に対応する

とともに、就農促進のための研修会を開催。 ほか
②女性農業者活動支援 2,572千円
・｢女性農業者の魅力を発信する」活動支援 1,110千円

ぐんま農業女子ＰＲ資材を作成。 ほか
③農業次世代人材投資（国10/10） 228,390千円

青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、
新規就農者等に資金を交付。
・準備型

農林大学校等で研修を受ける原則50歳未満で就農
する就農希望者に年間150万円を交付（最長２年）。

・経営開始型
市町村が作成する人・農地プランに位置づけられ

る原則50歳未満の独立・自営就農者に年間最大150万
農 業 構 造 政 策 課 円を交付（最長５年）。

（一部新規） ・障害者の新しい働き方の創出や、地域農業の発展・振興
農福連携推進 ５,５５５ を図るため、農業分野における障害者の就労を支援する

ための取組を実施。
①農福連携普及啓発 417千円

県内農業者を対象に、農福連携に向けた研修会の開
催や、アンケート調査を実施。

②農業分野での活躍支援 2,671千円
・特別支援学校高等部１～２年生を対象とした農業法
人等での現場実習

・（新規）特別支援学校高等部２～３年生を対象とし
た雇用に向けたトライアル支援

③ＪＡによる農福マッチング 2,467千円
障害者施設等と農業者との間で農作業の需給をマッ

チングする相談窓口をＪＡに設置するとともに、障害
者が安心して作業するための、簡易トイレや農具等の

農 業 構 造 政 策 課 環境整備を支援。
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・農林漁業者が効果を実感できるよう、関係部局が連携し
有害鳥獣対策 ８４６,７１０ ながら対策を推進。

・2019年度は、2018年度に引き続き、緊急的な捕獲強化対
策を実施するとともに、市街地での出没対策を実施。
①捕獲推進（捕る対策） 333,823千円
・生息状況等調査に基づく計画的な捕獲 23,706千円
・指定管理鳥獣捕獲等事業 53,230千円

シ カ：赤城山麓、神津牧場、尾瀬
イノシシ：太田市金山

・市町村等が実施する有害鳥獣捕獲に係る経費の補助
167,257千円

・鳥獣保護区内での捕獲強化 37,919千円
・ＩＣＴを活用した効率的な捕獲の実施 9,320千円
・（新規）効率的捕獲技術の普及と地域性評価 1,128千円
・（新規）カワウ捕獲者育成 5,020千円

ほか
②防護対策、生息環境管理（守る対策） 497,520千円
・鳥獣害に強い集落づくり支援 3,474千円
・鳥獣被害防止総合対策交付金（国1/2以内、定額）
※市町村等が実施する侵入防止柵の整備等を支援

自 然 環 境 課 132,000千円
林 政 課 ・農林地等への野生鳥獣侵入防止等対策 200,321千円
林 業 振 興 課 ※小規模農村整備、農山漁村地域整備交付金等
林 業 試 験 場 ・移動経路寸断のための河川整備(伐木、刈り払い等)
技 術 支 援 課 155,200千円
蚕 糸 園 芸 課 ほか
農 村 整 備 課 ③調査・研究、人材育成（知る対策） 15,367千円
鳥獣被害対策支援センター ・鳥獣被害対策人材の育成研修 1,255千円
河 川 課 ・日本獣医生命科学大学との連携 9,000千円
砂 防 課 ほか

・本県農業産出額の約４割を占める野菜の生産振興のため、
「野菜王国・ぐんま」総合 １４０,０００ 認定農業者や農業団体等に総合的な支援を実施。
対策 ①大規模野菜経営体育成支援 49,600千円

・企業的経営体を目指す認定農業者等が行う、施設・
機械の整備を支援。

・補助率：1/3以内
②ぐんまの野菜産地育成支援 80,400千円
・組織的に野菜生産に取り組む産地の生産拡大を図る
ための施設・機械の整備等を支援。

・補助率：ハード3/10以内、ソフト1/2以内
③目指せ日本一！チャレンジ支援 10,000千円
・きゅうり等施設果菜類の収量向上を目的に、組織的
に野菜生産に取り組む産地や認定農業者等が行う先
進的な環境制御技術導入のための機械整備を支援。

蚕 糸 園 芸 課 ・補助率：1/3以内

・野菜生産農家の経営安定を図り、野菜を計画的に生産・
野菜価格安定（野菜生産出 １５２,０２８ 出荷するため、市場価格が著しく低下した場合、生産者
荷安定資金造成費補助） に補給金を交付する資金を、国、県、生産者等で造成。

・品目ごとの保証基準額と販売価格との差額について、
補給金を交付し､翌年度に交付額相当の資金を補てん｡

蚕 糸 園 芸 課 ・負担者：国、県、市町村、全農、農協、生産者
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・関係団体及び県内有識者等と連携し新たな県産農畜産物
県産農畜産物ブランド力強 ３２,０６８ のブランド戦略を協議するとともに、認知度向上、ブラ
化対策 ンド力強化に向けた具体的な施策を実施。

①情報の収集及び活用 3,818千円
・群馬県農畜産物ブランド戦略協議会の開催
・ホームページ・ＳＮＳによる情報発信 ほか

②戦略的な広報･ＰＲ 21,948千円
・ぐんま・すき焼きアクションの周知・定着

県民参加型のイベントの実施や、主要駅周辺の飲
食店グループによる新メニューの開発・提供。

・首都圏等をターゲットにしたパブリシティ活動
・（新規）都内小売店での店頭販売やＳＮＳを活用したＰＲ

ほか
③県産食肉販売力強化推進 3,533千円
・生産者による県産食肉の安全ＰＲ

④コーディネート 1,302千円
・都内飲食店などの県産農畜産物を優先的に利用する
販売協力店の指定・支援 ほか

⑤女性の視点を取り入れた商品開発及びＰＲ 1,467千円
ぐんまブランド推進課 ・企業と連携した新商品の開発と県内外におけるＰＲ
畜 産 課 （「女子会／ひめラボ」）

（一部新規） ・輸出に取り組む生産者等の育成や、海外マーケットに対
農畜産物等輸出促進 ４５,４０３ 応した農畜産物の生産、製品開発を促し、県産農畜産物

の輸出促進や海外販路の開拓に取り組む。
①ぐんまブランド輸出促進 10,403千円
・欧州及びオーストラリアでの上州和牛カッティング
セミナーの実施、動画・ＳＮＳによる情報発信

②海外ニーズを捉える輸出促進と生産振興の連携 22,136千円
・シンガポール、マレーシア、タイでのＰＲ販売やバ
イヤー招へい商談会の実施

・台湾、韓国での県産バラ・アジサイのＰＲ ほか
③輸出取引拡大支援 6,464千円
・ジェトロ等と連携し、輸出に取り組む生産者の支援
を実施するための輸出促進支援員の設置 ほか

④（新規）大規模新規販路の開拓 6,400千円
・香港での飲食店向けフェアやバイヤー招へいの実施

ぐんまブランド推進課 ・輸入規制中の中国に対しても、上海事務所と連携し、
蚕 糸 園 芸 課 規制緩和に向けた準備に取り組む

（新規） ・国際競争力のある効率的な経営と付加価値の高い黒毛和
ぐんまの肉牛振興対策 １０,５７０ 牛の安定生産の実現に向けて、ICT導入支援などを実施

①ICT導入支援 4,920千円
・経営効率化のためのICT導入経費を補助
・補助対象：発情発見装置等
・補助率：1/2
・補助先：和牛改良組合等

②和牛のオリンピック2022上位入賞対策 5,090千円
・2022年に開催される第12回全国和牛能力共進会での
上位入賞に向け、肥育試験や遺伝子評価を活用した
黒毛和牛の改良を実施

③スーパー黒毛和牛受精卵 保留判定補助 560千円
・スーパー黒毛和牛受精卵で生まれた和牛について、
繁殖用として保留の判断をするための遺伝子評価費
を補助
・補助率：1/2

畜 産 課 ・補助先：和牛改良組合
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事 業 名 金 額 説 明

浅間家畜育成牧場 ・県内酪農家からの乳用育成牛預託頭数増加の要望に対応
草地及び畜産施設整備 １６８,０００ するため、採草地、集中管理牛舎等の整備を進める。

・2019年度は測量・調査・実施設計及び遊歩道防護柵整備
等を実施

＜計画概要＞
・整備内容：草地・集中管理牛舎・堆肥舎等関連施設整

備、草地管理機械・牛舎関連機械導入、
遊歩道防護柵設置等

・事業期間：2019年度～2023年度
・総事業費：約21億円
・受入頭数：現在 夏季470頭、冬季330頭

畜 産 課 →整備後 通年600頭

・頻発化、激甚化する大規模地震や異常気象に対応するた
農業水利施設等の防災・減 ５８６,４００ め、農業水利施設等の防災・減災対策を集中的に推進
災対策の推進 ・坂東大堰の耐震化対策等

・ため池の耐震工事等
農 村 整 備 課 ・地すべり対策後の挙動調査や維持・保全対策工事等

・国庫補助事業の対象とならない小規模な農業生産基盤の
小規模農村整備 ６７０,０００ 保全・整備や鳥獣害防止施設の整備など、農村地域の多

様なニーズに対応したきめ細かな支援を実施。
・事業主体：市町村、土地改良区、ＪＡ等
・事業メニュー
①農業生産基盤保全整備（ほ場整備等）
②農村地域保全整備（災害復旧等）
③特 別 対 策（鳥獣害対策等）

・補 助 率：1/3～1/2
・農業用施設災害復旧のみ65％
・「①農業生産基盤保全整備」については、事業実施
後３年以内に担い手等への農地集積率が現状から10
％以上増加することが確実と見込まれる場合、

農 村 整 備 課 補助率50％
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〈産業経済部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

・地域経済を支える小規模事業者への経営支援を行ってい
小規模事業経営支援事業費 １,６７０,２２１ る商工会、商工会連合会、商工会議所へ運営費及び事業
補助 費を補助。

・商工会、商工会連合会への補助 1,162,098千円
産 業 政 策 課 ・商工会議所への補助 508,123千円

・企業の設備投資を促進し県内経済の活性化を図るため、
企業誘致推進補助金 ８８９,６００ 工場の新設等を行った企業に対し補助を実施。

・対象施設：工場、物流施設、本社建物、試験研究施
設、データセンターの新設等

・対象業種：
①製造業
…次世代産業振興戦略のものづくり４分野
（次世代自動車産業、ロボット産業、医療・ヘル
スケア産業、環境・新エネルギー産業）

②物流業(道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、卸売業)
…流通加工

③産業支援サービス業
・補 助 額：不動産取得税相当額
・限 度 額：１億円

（工場に本社建物等を併設する場合は２億円）
・最低投資額：土地・建物の取得額２億円

産 業 政 策 課 ※本社建物、試験研究施設は2,000万円

（一部新規） ・本県経済の活力を高めるため、制度融資により、県内中
制度融資 ２８,４８６,３５７ 小企業の積極経営を後押しするとともに、経営の安定を

債務負担行為 図ろうとする中小企業を金融面から支援。
（１６８,２００) ・資金数・総融資枠：12資金、700億円

（2018年度当初予算 10資金、720億円）
・コンベンション産業支援資金（新規）

(中小企業振興 ・融 資 枠 20億円
資金特別会計) ・融資限度額 1億円

・融 資 期 間 設備資金10年以内、運転資金7年以内
・融 資 利 率 年1.6%以内
・資 金 使 途 コンベンションの開催に関連して中

小企業者が行う施設・設備整備及び
新たな商品開発やサービス提供等の
ソフト事業

・群馬ﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等支援資金（2018.11月 創設）
2020年春の群馬DCや同年夏の東京オリンピック・パ

ラリンピックに向けて、積極的に誘客に取り組む中小
商 政 課 企業者を資金面で支援

・県内中小企業の更なる生産性向上を図るため、コーディ
ＩｏＴ・ＡＩ導入推進 １９,４５４ ネーターによるＩｏＴ・ＡＩ導入支援を行う。

・コーディネーターによる導入支援 19,194千円
・ＩｏＴ・ＡＩ推進研究会運営 260千円

工 業 振 興 課
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・付加価値の高い加工食品の企画開発から販路支援までを
高付加価値な食品開発支援 １３,２２７ 一貫して支援。

①コーディネーターによる伴走支援
・マーケティングに基づいた商品化の指導や競争的資
金獲得に向けた支援などを行う。

②研究シーズ発表会の開催
・大学や研究機関がもつ研究シーズと企業の技術ニー
ズをマッチングさせ、高付加価値商品の開発を支援
する。

③首都圏への販路開拓等
・都内バイヤーとの個別商談会や国際見本市への出展

工 業 振 興 課 支援を行う。

（一部新規） ・県内企業の生産性や技術力の向上、競争力強化を図るた
ロボット導入促進 ３２,２４６ め、製造現場やサービス現場へのロボット導入を支援。

①ロボット導入支援 13,706千円
・コーディネーターによる導入支援
・機運醸成のためのセミナー開催

②ロボット導入のための人材育成 6,389千円
・ロボット導入に関するシステム構築や設計を担う人
材を育成する連続講座を開催。

③（新規）専門展示会出展支援 7,151千円
④（新規）ロボット導入実証 5,000千円
・ロボット導入に必要となる構想設計（事前計画）に
係る費用の一部を補助。
・補助率：1/2

次 世 代 産 業 課 ・補助限度額：1,000千円

・自動車の将来的な電気自動車（ＥＶ）化や自動運転化に
ＥＶ関連技術人材育成 ８,３２５ 向け、ＥＶの構造や特徴を理解し、バッテリーやモータ

ー等、重要な技術の基礎を有する人材の育成講座を開
催。
・対象者：ＥＶ参入を検討する県内企業
・内 容：ＥＶの設計・開発に携わるメーカーの現役技

術者等を講師とし、バッテリーやモーター、
次 世 代 産 業 課 制御装置等のＥＶ関連技術を習得する。

（一部新規） ・障害者雇用の促進を図るため、障害者に対する適切な就
障害者雇用促進強化対策 ４７,７３６ 労支援・定着支援や、法定雇用率達成に向けた企業への

働きかけを実施。
・障害者就労サポートセンター運営 4,499千円

企業訪問による障害者雇用の提案や定着の支援 等
・障害者就労開拓支援委託 37,693千円

障害者の就労先及び実習先の開拓を民間職業紹介業
者に委託

・障害者雇用促進トップセミナー開催 727千円
・ぐんまグッジョブフェア 2,727千円

特別支援学校生による学習成果発表などを商業施設
で開催

・（新規）障害者雇用啓発リーフレット作成 935千円
労 働 政 策 課 ほ か
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事 業 名 金 額 説 明

・2020年春の開所に向け、「Ｇメッセ群馬」の整備を進め
コンベンション施設整備 １６,８８１,７７８ る。

・施設建設工事 16,248,129千円
・工事監理 110,390千円
・備品購入 401,341千円
・帰宅困難者用備蓄品購入 30,088千円
・既存施設解体工事など 91,830千円

（施設概要）
・北関東最大となる10,000㎡の展示施設
・最大17室の会議施設

コンベンション施設整備課 ・20,000㎡を超える大型屋外展示場を併設

（一部新規） ・「Ｇメッセ群馬」の開業に向けた準備を進めるととも
コンベンション推進 １２７,７３７ に、県内へのコンベンション誘致活動を展開する。

①Ｇメッセ群馬開業準備 82,671千円
・指定管理者への開業準備業務及び誘致広報業務委託
・オープニングイベント等開催準備

②コンベンション誘致 9,999千円
・業界紙等への広告掲載、県内への広報宣伝

③コンベンションビューロー活動推進 14,534千円
・コンベンション誘致専門人材の増員
・展示商談会出展

・県内事業者に対するコンベンション産業参入支援に取り
組むとともに、コンベンション開催による消費活動の拡
大を図る。
①マッチング支援 15,533千円
・受注獲得支援を行うコーディネーターの配置
・事業者の新規参入等を推進する人材を新たに配置
・Ｇメッセ群馬での県内事業者向け現場研修の実施

②（新規）群馬のプラスワン応援事業 5,000千円
・コンベンション開催による経済効果を高めるため、
主催者が行うエクスカーション等（県内周遊や現地
視察など）に係るバス借り上げ費用の一部を補助。
・補助率：1/2以内

コンベンション推進課 ・補助限度額：3,000千円
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事 業 名 金 額 説 明

・2020年４～６月に開催される群馬ＤＣに向け、広報宣
群馬デスティネーションキ １１９,８７６ 伝、誘客対策、受入体制整備を進める。
ャンペーン ・「全国宣伝販売促進会議」（2019年5月）の開催

旅行エージェントや観光関係者、マスコミ等を集め、
群馬の魅力やＤＣに向けた企画等をＰＲ

・ＪＲ東日本と連携し、プレＤＣキャンペーンに向けた
広報宣伝を実施

観 光 物 産 課 ・観光キャラバン等の誘客対策や受入体制を整備

（一部新規） ・東アジア、ＡＳＥＡＮ諸国、オーストラリアを中心とし
国際観光県ぐんま ５６,５７７ た観光プロモーションを実施し、外国人誘客を図る。

①海外セールスプロモーション 25,655千円
・地域別プロモーション 8,540千円
中国やオーストラリアでの旅行博出展 等

・観光物産国際協会への補助 17,115千円
インバウンド人材の設置、東アジア（台湾・韓国・
香港）での旅行博出展 等

②広域連携誘客促進 10,875千円
・国や近隣自治体と連携した海外プロモーションの実
施。

③観光情報発信等 8,370千円
・外国人観光客の受入環境整備を推進する。
①（新規）ＯＭＯＴＥＮＡＳＨＩ施設登録制度 11,377千円
・インバウンド対応に積極的な観光施設を登録し、更
なる誘客につながるサポート及びＰＲを実施。

観 光 物 産 課 ②通訳ガイドボランティアセミナー 300千円

・市町村等が実施する観光振興施策・事業に対して補助。
千客万来支援 １４０,０００ ・補助率：1/2以内

・補助限度額：5,000千円
・補助対象事業：国際観光推進、ビジタートイレ推進、

地域資源活用推進、観光施設リニュー
アル、歴史文化遺産活用推進、観光客

観 光 物 産 課 周遊化支援、ぐんまの山誘客促進
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〈県土整備部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

１．「７つの交通軸」の整備・強化
道路ネットワークの構築 ２４,１５４,６６４ ・高速交通網の効果を県内すべての地域に行き届かせ、産

業の発展、観光振興などの地域活性化を図るため、「７
つの交通軸」を重点的に整備・強化。
・県道南新井前橋線（２期工区、３期工区）【県央軸】
・国道５０号 前橋笠懸道路［国直轄］【東毛軸】
・西毛広域幹線道路【西毛軸】
・上信自動車道、県道植栗伊勢線【吾妻軸】
・国道１７号三国防災［国直轄］【三国軸】
・県道桐生伊勢崎線（阿左美大原工区）【渡良瀬軸】ほか

２．「まちのまとまり」をつなぐ道路整備
・円滑な移動を確保するため、「まちのまとまり」や地域

監 理 課 間をつなぐ道路の整備に取り組む。
建 設 企 画 課 ・県道前橋長瀞線（綿貫工区）
道 路 整 備 課 ・県道寺尾藤岡線（山名工区）
都 市 計 画 課 ・県道太田大間々線（新田薮塚工区）ほか

・頻発・激甚化する気象災害、緊迫する巨大地震へ対応す
災害に強い県土を築く ２７,０００,０００ るため、「災害に強い県土づくり」に向け、ソフト・ハ
防災・減災対策 ードの両面から水害･土砂災害対策、道路防災の取組を集

中的に推進。
①ソフト対策 699,000千円
水害対策
［水害発生時の避難をサポート］
・ハザードマップ見直し支援
・水位周知河川の追加指定
・要配慮者利用施設の避難支援
・洪水監視体制の強化
［簡易型河川監視カメラ・危機管理型水位計の設置]

土砂災害対策
［土砂災害発生時の避難をサポート］
・防災マップの作成支援
［防災マップ作成および実働避難訓練］

・要配慮者利用施設の避難支援
・土砂災害警戒情報の発表基準の見直し

②ハード対策 26,301,000千円
水害対策
［洪水による浸水被害を軽減］
・堆積土除去･伐木 [荒砥川(前橋市) ほか]

・堤防強化 [烏川(高崎市) 早川(太田市) ほか]

・河川改修 [烏川(下流)(高崎市) 利根川(伊勢崎市) ほか]

土砂災害対策
［土石流やがけ崩れ等による被害を軽減］
・土石流対策 [森沢(藤岡市) 下町南沢(下仁田町) ほか］

・がけ崩れ対策
［阿能川地区(みなかみ町) 千原地区(南牧村) ほか］

・地すべり対策［駒留地区(藤岡市) ほか］
道路防災
［緊急輸送道路ネットワーク等の強化や孤立防止］
・落石対策
[国道120号菅沼工区(片品村) 国道353号村上工区(渋川市) ほか］

・無電柱化
監 理 課 [県道前橋大間々桐生線(前橋市) 県道藤岡本庄線(藤岡市) ほか]

建 設 企 画 課 ・冠水対策
道 路 管 理 課 [県道和田多中倉賀野線倉賀野工区(高崎市) 国道462号山王工区(伊勢崎市)ほか］

道 路 整 備 課 ・橋梁耐震化
河 川 課 [県道下仁田安中倉渕線 花の木橋(安中市) ほか］

砂 防 課 ・省電力対策（道路照明LED化）［県管理道路］
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・少子高齢社会を迎え、自動車以外の移動手段も選択でき
交通まちづくり戦略 ２２７,２７５ る社会への転換を図るため、「群馬県交通まちづくり戦

略」に掲げる事業を推進。
・新たな移動手段(相乗りなど)の導入実証実験 9,386千円
・バスロケーションシステム（バス位置情報検索システ
ム）の導入検討 13,684千円

・地方バス路線維持対策 1,210千円
乗務員確保に向けて採用支援などを実施

・全国相互利用可能な交通系ICカードを県内路線バスに
導入 79,672千円

・(新規)路線バス自動運転実証実験 20,000千円
・(新規)広告付きバス停上屋モデル整備 8,100千円
・東毛広域幹線道路BRT(バス高速輸送システム)構想調査等

73,000千円
・地方鉄道維持対策 10,709千円

JR、私鉄各路線の利用促進アクションプログラムを
2020年度までに全路線で策定

・(新規)集客施設における公共交通の利用促進 150千円
前橋駅～ベイシア文化ホール間で路線バス運行の社

会実験を実施
交 通 政 策 課 ほか

・鉄道利用の促進及び地域活性化を図るため、駅及び駅周
ステーション整備 ３５２,３４５ 辺整備に係る事業費の一部を補助。

①東武鉄道「阿左美駅」 330,795千円
・実施主体：みどり市
・事業内容：駅周辺整備計画の実施に伴う駅舎の新設

移転（2019年度供用開始予定）
・負担割合：県1/2、みどり市1/2
②上信電鉄「西吉井駅」 5,000千円
・実施主体：上信電鉄
・事業内容：駅出入口にスロープを設置
・負担割合：県1/2、高崎市1/2
③ＪＲ「八木原駅」 11,500千円
・実施主体：渋川市
・事業内容：東西駅前広場基本設計
・負担割合：県1/2、渋川市1/2
④東武鉄道「館林駅」 1,875千円
・実施主体：館林市
・事業内容：西口駅前広場に案内看板を設置
・負担割合：市の起債可能額を除いた額に対し、

県1/2、館林市1/2
交 通 政 策 課 ほか

・鉄道を利用する高齢者・障害者等の移動の円滑化を図る
交通施設バリアフリー化 ２９,６８４ ため、駅のバリアフリー化に係る事業費の一部を補助。

①ＪＲ「新町駅」 15,685千円
・実施主体：ＪＲ
・事業内容：エレベーター設置（2021年度完成予定）
・負担割合：県1/6、高崎市5/6

②ＪＲ｢新町駅｣｢倉賀野駅｣｢前橋大島駅｣ 13,999千円
・実施主体：ＪＲ
・事業内容：内方線付き点状ブロック設置

交 通 政 策 課 ・負担割合：国1/3、県1/6、市1/6、ＪＲ1/3
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事 業 名 金 額 説 明

・2019年度完成予定の八ッ場ダム建設事業に対する負担金
八ッ場ダム関連 １９,１８８,４６７ を支出するほか、現地の生活再建に向けた取組を着実に

進める。
・一般会計 17,792,237千円
・企 業 局 1,396,230千円

１ 八ッ場ダム関連負担金 1,996,230千円
（うち企業局 1,396,230千円）

・八ッ場ダム建設国直轄事業負担金 1,149,615千円
・水源地域整備事業負担金 481,318千円
・八ッ場ダム基金事業負担金 365,297千円

２ 八ッ場ダム関連事業 17,192,237千円
現地生活再建に向けた基幹施設・産業基盤等の整備を

進めるとともに、生活の安定及び福祉の向上を図るため､
水源地域整備事業・基金事業等を実施。
①生活再建に向けた取り組み 16,187,237千円

水源地域整備事業や基金事業、県単独の生活再建対
策等を実施。
・水源地域整備 6,336,263千円

町道整備にかかる長野原町への交付金、長野原町
のスポーツ公園整備にかかる県受託事業など

・八ッ場ダム基金事業推進 9,556,092千円
長野原町の川原湯地域振興施設整備事業にかかる

町への交付金及び県受託事業など
・水源地域生活再建対策 18,523千円

川原湯温泉宿泊助成、観光PR活動等
ほか

特 定 ダ ム 対 策 課 ②付替道路及び周辺インフラ整備 1,005,000千円
企 業 局 大柏木トンネルの一般供用のための覆工工事 ほか

・「県土整備プラン」に掲げる汚水処理人口普及率の目標
汚水処理施設整備費補助 ４５４,７０２ (2027年度末91.7％)の達成に向け、市町村が実施する汚

水処理施設整備事業に対し補助。
①市町村下水道事業費補助 163,100千円
・市町村が単独で実施する管渠整備費に対し補助
・県補助率：流域関連下水道5％

単独公共下水道3％
・期 間：2019～2023年度

②流域関連公共下水道排水設備工事費補助 12,000千円
・個人が行う流域関連公共下水道への排水設備工事に
対して市町村が補助制度を新設又は拡充した場合、
市町村へ補助

・県補助率：市町村補助額の1/2（上限５万円）
・期 間：2015～2019年度

③浄化槽対策費補助 279,602千円
・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換設置
費に対し補助

・県補助率：個人型 通常1/3、環境配慮型1/4
市町村型 通常1/4、環境配慮型1/5

・エコ補助金：
個人が合併処理浄化槽へ転換する場合、定額

（10万円）を上乗せ
下 水 環 境 課 ・期 間：2019～2023年度
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〈教育委員会関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

・少子化が進む中、教育の質の維持・向上や学校の活性化
桐生・みどり地区新高校整 １,５３７,７４９ などのため、桐生・みどり地区の高校を再編成する。
備 債務負担行為 2019年度は、必要となる施設整備を実施。

（１,６５６,４３１） ①桐生高校、桐生女子高校を統合し、現桐生高校校地に
新高校を設置。
・武道場・部室棟改築工事 233,461千円
・設計・工事監理 111,263千円
・校舎増築工事等 76,069千円

（債務負担行為 1,142,373千円（2020年度））
②桐生南高校、桐生西高校を統合し、現桐生西高校校地
に新高校を設置。
・普通教室棟大規模改修工事 392,013千円
・第２体育館新築工事 387,613千円
・設計・工事監理 70,577千円
・管理・特別教室棟大規模改修工事等 266,753千円

（債務負担行為 514,058千円（2020年度））
・共通スケジュール
・2018年度 基本・実施設計等

管 理 課 ・2019～2020年度 本体工事
高 校 教 育 課 ・2021年４月 開校（予定）

・現在、仮設校舎で生徒を受け入れている高等部について、
藤岡特別支援学校整備 １,００５,８７８ 2020年４月から新校舎で生徒を受け入れるため、必要な

債務負担行為 工事を実施。
（２６,１１８） ・新校舎及び外構工事 889,131千円

・体育館基本設計等 27,654千円
・農場購入 34,332千円

管 理 課 ・仮設校舎リース等 54,761千円
特 別 支 援 教 育 課 （債務負担行為 26,118千円（2020年度））

（新規） ・児童生徒の学習への興味・関心を高め、分かりやすい授
県立学校ＩＣＴ環境整備 ９７,１２２ 業や児童生徒の主体的・協働的な学びを実現するため、

ＩＣＴ機器を高等学校等及び特別支援学校で年度を追っ
て順次導入。

①高等学校等 78,355千円
大型提示装置（プロジェクタ） 424台

②特別支援学校 18,767千円
大型提示装置（テレビモニタ） 74台
実物投影装置 74台

※2017年3月に公示された新学習指導要領に基づき実施する
管 理 課 もの

・未来創生基金を活用し、専門高校において、老朽化した
次代を担う職業人材育成の ２７０,０００ 実習用設備の更新・修繕、将来を見据えた人材づくりに
ための教育設備充実 必要な設備整備を実施。

（将来の人づくりに向けた設備整備テーマ）
・地域産業界のニーズに合った技術習得
・即戦力人材（資格取得者等）の育成

管 理 課 ・将来を担うスペシャリスト育成
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事 業 名 金 額 説 明

・県立学校において、安全対策が必要なブロック塀等につ
県立学校施設ブロック塀安 ２００,０００ いて、段階的に安全対策を実施。
全対策 ・2019年度は、通学路など道路に面したブロック塀等を中

心に実施。（高等学校26校）
〔参考〕

2018年度既決予算対応 3,943ｍ（約2億円）
2018年度11月補正対応 2,548ｍ（1.68億円）
2019年度当初予算対応 3,558ｍ（2億円）
2020年度以降の対応 5,792ｍ

管 理 課 合 計 15,841ｍ

・県立特別支援学校に通う児童生徒及び保護者の通学負担
県立特別支援学校スクール ２９５,２９３ を軽減するため、スクールバスを運行。
バス運行 債務負担行為 ・2019年度は次の学校において運行路線を拡大。

（１１８,８００） ①二葉・二葉高特 ５路線（３路線を新設）
②沼田特支 ３路線（全て新設）

管 理 課 ③吾妻特支 ２路線（１路線を新設）
特 別 支 援 教 育 課

・県立学校における情報セキュリティ対策を実施し、生徒
県立学校における情報セキ １１５,９９２ 情報や成績情報などの漏洩リスクを低減させる。
ュリティ対策 債務負担行為 ①「ぐんまスクールネット」のセキュリティ対策

（３９７,６４４） 各学校内のＬＡＮの分離、サーバの一元化等。
②統一版の生徒情報管理システムを全県立高校等に導入

管 理 課 単位制高校（11校）で活用しているシステムを他の県
高 校 教 育 課 立高校等（51校）で新たに導入。生徒の個人情報等をセ
健 康 体 育 課 キュリティ的に堅牢なデータセンターで一元管理。この
総 合 教 育 セ ン タ ー ことにより、教員の業務も効率化され、負担が軽減。

・教員の長時間労働の改善や負担の軽減に向け、以下の事
教員多忙化解消 ９６,４８９ 業を実施。
（スクール・サポート・ス ・スクール・サポート・スタッフ（78名・国庫1/3）
タッフ及び運動部活動指導 79,017千円
員配置） 小中学校で、教員の事務作業等（学習プリント等の印

刷、授業準備の補助、採点業務補助等）を行う非常勤
職員を県が配置。

・運動部活動指導員（78名・国庫1/2） 17,472千円
学 校 人 事 課 中学校の運動部活動に、指導や単独での引率等を行え
健 康 体 育 課 る臨時職員を配置する市町村に補助。

・本県独自の少人数学級編制であるさくらプラン及びわか
ぐんま少人数クラスプロジ １,３０２,９５０ ばプランを継続実施するとともに、2020年度からの小学
ェクト 校における英語の教科化に向けて、引き続き学級担任の

英語指導力向上に向けた指導を行う教員を配置。
・さくらプラン、わかばプラン 1,277,200千円
小学校1･2年 30人以下学級、小学校3･4年 35人以下学級
中学校１年 35人以下学級

・英語教育アドバイザー教員 25,750千円
管 理 課 2020年度からの小学校における英語の教科化に向け
学 校 人 事 課 て、県独自に５名の英語教員を配置。

・外国人児童生徒等の受入れから一貫した指導・支援とし
公立学校における帰国・外 ９４,２４４ て、市町村が実施する日本語指導助手の配置等にかかる
国人児童生徒等に対するき 経費に対する補助。
め細かな支援 （国１／３、県１／３、市町村１／３）

・補助先：太田市、伊勢崎市、大泉町、玉村町
義 務 教 育 課
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事 業 名 金 額 説 明

・いじめや不登校などの未然防止や早期発見・早期対応、
スクールカウンセラー配置 ２９４,８１７ 教職員の相談能力の向上のために、スクールカウンセラー

等の配置を継続。
・公立小・中学校 249,559千円
・スクールカウンセラーの全校配置（小学校306校、中
学校161校）

・スクールカウンセラーに助言を行うスーパーバイザー
の配置（５教育事務所）

・県立高等学校等 45,258千円
義 務 教 育 課 ・スクールカウンセラーの全校配置（全日制62校、定
高 校 教 育 課 時制13校、通信制４校）

・高校生の不安や悩みの深刻化及び犯罪被害等の防止のた
ＳＮＳを活用した相談体制 ９,９５０ め、ＳＮＳを活用した相談体制を構築。（2018年度５月
構築に向けた調査研究 補正予算により夏季休業明け前後に実施した結果を踏ま

えて実施。）
・相談体制：臨床心理士等２～３名
・相談対象：県内高校生徒
・相談期間：①2019年7月第１週～2020年3月第５週：週１回

②夏季休業明け前後：７日間
③冬季休業明け前後：３日間

高 校 教 育 課 ・受付時間：18:00～22:00

・特別支援学校における看護師による医療的ケア（※）を
特別支援学校医療的ケア推 ５７,２４３ 継続実施。
進 ・2019年度は、対象児童数の多い、肢体不自由特別支援学

校３校（二葉、二葉高特、あさひ）において、教員との
連携を強化するため、看護師各１名の勤務時間を延長。
・勤務時間 2018年度：6時間 （9:00～15:00）

→2019年度：7時間45分（8:30～17:00）
※医療的ケア

たんの吸引や経管栄養注入など、特別支援学校に通
う児童生徒の家族が日常的に行っている医療行為のこ

特 別 支 援 教 育 課 と。

（新規） ・装飾建築の宝庫である本県の近世寺社の魅力を発信する
ぐんまの寺社魅力発掘・発 ３１,３７８ ための各種事業を実施。
信 ・近世寺社総合調査

県内の寺社2,400件から150件程度を選び出し、建物
や民俗芸能等の調査を実施。
（調査件数 2019年度：100件、2020年度：50件）

・パンフレット・アプリ作成
ＤＣに向けて、多言語のぐんま寺社周遊パンフレッ

ト・寺社アプリを作成。
・寺社シンポジウム開催

ＤＣに向けて、県民の誇りの醸成や寺社の魅力の
文 化 財 保 護 課 ＰＲを図るため、シンポジウムを開催。

・本県が幹事県となり、2020年に北関東ブロック（群馬、
全国高校総体事務局運営・ ６７,１７６ 栃木、茨城、埼玉）で開催される全国高校総体の開催に
実行委員会費補助 向けて準備を行う。

・主な業務内容
総合開会式運営実施計画作成、ＰＲグッズ作成、競技
審判員の養成補助など

＜大会概要＞
・開催予定：2020年８月10日～24日
・本県開催種目：サッカー、空手道、新体操、レスリング、登山

健 康 体 育 課 ・本県は幹事県として、総合開会式を実施。
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〈警察本部関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

・地域住民の安全・安心の確保とともに、より一層地域に
高崎北警察署（仮称） １４２,４０５ 根ざしたきめ細かな警察活動を推進するため、市町村合
新設整備 債務負担行為 併で拡大した高崎警察署の管轄区域を分割し、高崎北警

(５２,４５９) 察署（仮称）を新設。
・2022年4月開署に向け、基本・実施設計を引き続き実施す

（警）装 備 施 設 課 るほか、2019年度～2020年度で用地造成工事を実施。

（新規） ・渋川市北部地域における道路の開通に伴う交通環境等の
渋川警察署吹屋交番(仮称) ６４,０００ 変化、治安情勢の変化に対応するため、子持地区内にあ
新設整備 る渋川警察署北牧駐在所と上白井駐在所を統合し、吹屋

交番（仮称）を新設。
（警）地 域 課

（新規） ・これまで場所の確保等の関係から、取締りが困難であっ
車両速度計測装置（可搬式 １０,８００ た通学路、生活道路や深夜の幹線道路等での速度取締り
オービス）整備 を実施するため、新たに持ち運び可能な車両速度計測装

置（可搬式オービス）を整備。
（警）交 通 指 導 課

・交通事故防止や安全かつ円滑・快適な交通環境を維持す
交通安全施設整備 １,４１８,８５８ るため、交通安全施設を整備。

・道路新設や学校の統廃合などによる交通状況の変化によ
り、不要となった信号機等については撤去する。
・信号機新設（12基）
・信号制御機・柱の老朽更新
・右折信号設置など既存施設の機能付加
・道路標識・標示の老朽更新

（警）交 通 規 制 課 ・信号機や大型道路標識等撤去 など

（新規） ・高齢運転者が運転免許の更新時に必要な、認知機能検査
高齢者講習等管理システム ３,７８８ 及び高齢者講習にかかる待ち期間を解消するため、新た
整備 債務負担行為 にシステムを整備（現在、平均して４か月弱の待ち期間

(１０２,２５６) が生じている。）。
・警察と教習所をネットワークで結び、高齢者情報と教習
所の空き状況を一元的に管理することで、講習日時や場
所を予め指定した通知書を発送することができるように

（警）運 転 管 理 課 なり、高齢運転者の負担軽減を図る。
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〈企業局関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

ぐんま未来創生基金への繰 １,０００,０００ ・企業局の利益の一部を一般会計へ繰り出し、「群馬の未
出（一般会計への繰出） 来創生」に向けた事業の財源とすることにより、地方創

(電気事業会計) 生の取り組みを積極的に推進。
（企）総 務 課 (団地造成事業会計) ・2017～2019年度の３年間、毎年10億円ずつ計30億円を繰出。

９６３,０００ ・企業誘致の受け皿となる産業団地等を計画的に整備。
産業団地等整備 債務負担行為 藤岡ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ西産業団地 876,000千円

（８５１,０００） （分譲面積14.6ha 2020年度完成予定）
千代田第二工業団地 87,000千円

（企）団 地 課 (団地造成事業会計) （分譲面積 8.1ha 2021年度完成予定）

（新規） １５,７３７,０００ ・「新田山田水道」及び「東部地域水道」を「群馬東部水
新田山田及び東部地域水道 道企業団（太田市、館林市、みどり市の３市及び邑楽郡
事業の譲渡 の５町で運営）」へ無償譲渡することに伴う会計処理を

実施（特別損失）。
（企）水 道 課 (水道事業会計)

〈病院局関係〉 （単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・安全・安心かつ身体への負担が少ない最先端のがん治療
内視鏡手術用支援機器（手 ４５０,７３１ を提供できるよう新たな機器を導入。
術支援ロボット）導入 ＜手術支援ロボット＞

・小さな創から内視鏡カメラとロボットアームを挿入
し、医師が３Ｄモニターを通して術野を目で捉えなが
ら手術を実施。従来の開腹手術や内視鏡手術と比べ、

が ん セ ン タ ー (病院事業会計) より身体の負担が少なく高精度な手術が可能に。



ぐんま未来創生基金の活用

【基金の概要】

・平成３１年度積立額　１０億円

　（これまでの積立実績：29年度10億円、30年度10億円）

（単位：千円）

【基金活用事業】 基金充当額 ( 参考事業費 )

１　未来創生に向けた人づくり 498,000 ( 1,464,640 )

・次代を担う職業人材育成のための教育施設充実 220,000 ( 270,000 )

・県立図書館資料整備（図書資料整備拡充等） 20,000 ( 50,512 )

・県立特別支援学校へのスクールバス等導入 126,000 ( 133,250 )

・特別支援学校整備　 132,000 ( 1,010,878 )

２　人口減少対策としての交流人口増加策 234,000 ( 404,378 )

・地域おこし協力隊の活動・定住支援 3,000 ( 4,106 )

・ぐんま暮らし支援 20,000 ( 46,200 )

・県産農畜産物ブランド力強化対策 14,000 ( 28,535 )

・蚕糸振興 3,000 ( 3,500 )

・Ｇターン全力応援 25,000 ( 56,311 )

・コンベンション関連産業参入支援（群馬のプラスワン応援事業） 5,000 ( 5,000 )

・山と歴史のぐんま観光事業 8,000 ( 18,744 )

・魅力ある観光地域づくり推進事業（ＤＭＯ） 15,000 ( 33,270 )

・群馬デスティネーションキャンペーン 59,000 ( 119,876 )

・交通まちづくり戦略（交通系ICカード導入、群馬版バスロケ導入検討） 82,000 ( 88,836 )

３　芸術文化・スポーツの振興 55,000 ( 524,231 )

・戦略的文化芸術創造 10,000 ( 60,000 )

・総合スポーツセンターアーチェリー場整備　 8,000 ( 209,855 )

・競技力向上・わくわく運動プロジェクト 8,000 ( 208,000 )

・拠点スポーツ施設整備事業補助 14,000 ( 14,998 )

・ぐんまの寺社魅力発掘・発信 15,000 ( 31,378 )

４　優れた群馬の環境の保全・継承 213,000 ( 248,922 )

・稜線トレイル活用推進 3,000 ( 31,060 )

・鳥獣被害緊急対策・鳥獣被害対策支援　 55,000 ( 62,662 )

・鳥獣害対策（河川維持補修）　〔単独公共〕 155,000 ( 155,200 )

合　　　　　計 1,000,000 ( 2,642,171 )

群馬県企業局が実施する事業により生じた利益の一部を活用し、群馬の未来創生に

資する特色ある取組を重点的に推進する。
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